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我が国としての大きな方向性
➊ 自律性の向上

（基幹インフラやサプライチェーン等の
脆弱性解消）

➋ 優位性ひいては不可欠性の確保
（研究開発強化等による技術・産業競
争力の向上や技術流出の防止）

❸ 基本的価値やルールに基づく
国際秩序の維持・強化

政府一体の対応

戦略的国際連携

産学官連携

各種政策手段

〈
目
標
〉

〈
ア
プ
ロ
ー
チ
〉

現状認識と経済安全保障の推進に向けた目標・アプローチ
○ 感染症の世界的流行、大規模サイバー攻撃や国際テロ等により、国際情勢が一段と複雑化。従前の想
定を超えるリスクが顕在化し、国民生活・経済に影響。
○ また、ＡＩや量子などの革新的な技術の研究開発を各国が進めるなど、安全保障の裾野が経済・技術分
野に急速に拡大。
○ こうした中、各国とも産業基盤強化の支援、機微技術の流出防止や輸出管理強化等の経済安全保障
の関連施策を推進・強化。
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経済安全保障上の主要課題

自律性の向上 国際秩序の維持・強化優位性・不可欠性の確保

投資審査

技術情報管理

留学生等の
受入審査

外国資金
受入状況開示

特許非公開基幹インフラ

国際社会
との連携

リスク対応・
脆弱性点検

ルール
メイキング

競争的研究費申請時に資
金受入等について開示を求
めるなど、研究インテグリティ
に資する政府方針を決定
機微技術流出防止のため
国内体制整備等の推進

外為法上の「みなし輸出」の
対象を明確化（外国の影響
を受けた居住者にも拡大）
外為法上の投資審査・事後
モニタリングについて執行体制
を強化。重要鉱物資源関連
等をコア業種に追加

イノベーションの促進との両立を図りつつ
特許非公開化の措置を講じて機微な発
明の流出を防止

基幹インフラ機能の維持等に係る
安全性・信頼性を確保

経済安全保障課題
の共通認識を醸成

基幹産業の複雑化したリスクへ
の対応と脆弱性を点検・把握

通商・データ・技術
標準等でルールの
維持・強化・構築

土地法整備 重要施設周辺等の土地等所
有について、実態把握を強化
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経済インテリジェンス 情報収集・分析・集約・共有等の充実・強化

国際機関

先端的な重要技術の育成・
支援等に資する調査・分析
を実施

シンクタンク
機能

経済安全保障
重要技術育成
プログラム

先端的な重要技術の実用化
に向けた重点支援

体制整備 関係府省庁の体制強化

官民技術協力サプライチェーン
国民生活や産業に重大な影響が及ぶ
状況を回避すべく、重要物資や原材料
のサプライチェーンを強靭化

官民が連携し、技術情報を共有・活用
することにより、先端的な重要技術を
育成・支援する枠組み

１．これまでに着手した取組で、今後も継続・強化していく分野

２．今後取組を強化する上で、法制上の手当てを講ずることによりまず取り組むべき分野

３．今後の情勢の変化を見据え、さらなる課題について不断に検討

邦人幹部職員数増
による更なる貢献



参考：各国・地域の最近の取組状況（例）
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 グローバルな変革のための新たな環大西洋協力アジェンダ（2020）
 5G、AI、サイバー、データ移転等、デジタル・技術分野の米欧協力強化を提案

 軍民両用品目輸出管理規則改正（2020）
 人権抑圧防止等を目的に、監視技術の輸出管理を強化
 無形技術移転対策を強化 等

 共通投資審査制度運用開始（2020）
 EU加盟国間で機微技術等の投資審査で連携

 新産業戦略（2021）
 オープンな戦略的自律（Open Strategic Autonomy）を政策目的として打ち出し

 米EU貿易・技術評議会（TTC）（2021）
 10分野のWGを設置し検討を開始、５分野（投資審査、輸出管理、AIの適正活用、半導体サプライチェーン、国際貿易

課題）では、詳細な検討内容を示す声明を発表

 2019年国防授権法（輸出管理改革法 ・外国投資リスク審査現代化法）（2018）
 輸出規制の強化
 対米投資の事前審査強化（機微技術や重要インフラに関する投資）
 政府調達規制の導入
 研究セキュリティの強化 等

 2021年国防授権法
 国内への半導体の工場・設備導入支援 等

 国家緊急経済権限法（IEEPA）等に基づく大統領令（2019）
 「外国敵対者」影響下にある個人・団体によって設計・開発・製造・供給されるICT機器・サービスへの規制等

 安全で信頼できる通信ネットワーク法（2020）
 米国連邦通信委員会（FCC）による民間調達の規制 等

 サプライチェーンに関する報告書（『強靭なサプライチェーンの構築、米国製造業の再活性化、幅広い成長の促進』）
(2021)
 4分野（半導体、大容量電池、重要鉱物、医薬品等）につき短期的な対応を特定。産業基盤構築のための取組を列挙 等

 米国イノベーション競争法案（2021） ※連邦議会上院で採択。下院も独自の対中法案を策定。今後、上下両院で調整



参考：各国・地域の最近の取組状況（例）
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 サイバー・重要技術国際関与戦略 (2021)
 外資による資産取得及び企業買収改正法（2021）

 土地・事業への投資審査の厳格化
 国防関連の物資・サービス等に係る投資・事業立上げの事前承認の義務化 等

 次世代テクノロジー基金（2016-2026）
 AI、量子、宇宙、自律システム等の技術に10年間で約600億円投資

 「軍民融合」（2015）
 民間資源の軍事利用や、軍事技術の民間転用などを推進する概念。国家戦略に格上げ

 中国製造2025（2015）
 「製造強国」を目指し、高度な中間素材、部品、製造装置について2025年までの7割国内生産を目指す
 10の重点強化産業を設定（ロボット、航空宇宙、省エネ自動車、新材料、バイオ等）

 輸出管理法（2020）
 国の安全と利益の擁護、拡散防止等の国際義務の履行に関わるモノ、技術、サービス、データ等の

輸出管理を強化（管理対象品目の全体像は未公表）
 外商投資安全審査弁法（2020）

 対中投資の事前審査を規定（国防、国家安全に関わる重要なエネルギー・インフラ等）
 外国法の不当な域外適用阻止弁法（2021）

 外国法・措置の不当な域外適用に必要な対抗措置を講じることを可能にする規定
 反外国制裁法（2021）

 中国公民・組織に対して差別的な制限措置をとり、中国の内政に干渉した場合、相応の対抗措置を
とる権利を規定

 データセキュリティ法（2021）
 中国国内外におけるデータ処理活動につき、中国の国家安全、公共利益、国民、組織の合法権益を

損なった場合には責任追及を可能にする規定
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